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◎森林法の一部を改正する法律の概要

　

こ
の
改
正
法
は
、
昨
年
11
月
に
と
り

ま
と
め
ら
れ
た
森
林･

林
業
基
本
政
策

検
討
委
員
会
の「
森
林･

林
業
の
再
生
に

向
け
た
改
革
の
姿
」
を
踏
ま
え
て
、「
森

林･

林
業
再
生
プ
ラ
ン
」を
法
制
面
で
具

体
化
し
た
も
の
で
す
。

　

今
回
の
森
林
法
改
正
で
は
、
森
林
所

有
者
が
そ
の「
責
務
」を
果
た
し
、
森
林

の
有
す
る
公
益
的
機
能
が
十
分
に
発
揮

さ
れ
る
よ
う
に
、
森
林
所
有
者
が
不
明

な
場
合
に
も
必
要
な
間
伐
や
造
林
等
を

確
保
す
る
た
め
の
私
権
制
限
の
強
化

や
、
森
林
経
営
計
画
の
創
設
な
ど
森
林

計
画
制
度
の
見
直
し
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　

ま
た
、
国
会
審
議
に
お
い
て
、
政
府

提
出
法
案
に
修
正
が
加
え
ら
れ
、
新
た

に
森
林
の
土
地
の
所
有
者
と
な
っ
た
者

の
届
出
制
度
の
創
設
や
無
届
伐
採
が
行

わ
れ
た
場
合
の
伐
採
の
中
止
命
令
の
新

設
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

　

な
お
、
施
行
期
日
に
つ
い
て
は
、
基

本
的
に
平
成
24
年
４
月
１
日
か
ら
施
行

さ
れ
ま
す
が
、
東
日
本
大
震
災
へ
の
対

応
等
か
ら
森
林
へ
立
入
調
査
で
き
る
者

の
拡
大
等
の
一
部
の
規
定
に
つ
い
て
は

公
布
日
か
ら
の
施
行
と
な
り
ま
す
。

　

今
後
は
、
改
正
内
容
の
関
係
者
へ
の

周
知
徹
底
を
図
る
と
と
も
に
、
森
林･

林
業
基
本
計
画
の
見
直
し
や
、
平
成
23

年
度
予
算
か
ら
新
た
に
導
入
し
た
森
林

管
理･

環
境
保
全
直
接
支
払
制
度
等
を

着
実
に
実
施
し
、
森
林･

林
業
再
生
プ

ラ
ン
の
実
現
を
図
り
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

Ⅰ　

政
府
原
案
の
概
要

（
１
）
所
有
者
が
不
明
の
場
合
を
含
む
適

正
な
森
林
施
業
の
確
保

①
他
人
の
土
地
に
つ
い
て
路
網
等
の

設
置
が
必
要
な
場
合
、
土
地
所
有

者
等
が
不
明
で
も
使
用
権
の
設
定

を
可
能
に
す
る
た
め
、
意
見
聴
取

の
機
会
を
設
け
る
旨
を
公
示
す
る

こ
と
等
に
よ
り
、
手
続
を
進
め
ら

れ
る
よ
う
措
置
す
る
。

②
森
林
所
有
者
が
、
早
急
に
間
伐
が

必
要
な
森
林（
要
間
伐
森
林
）の
間

伐
を
行
わ
な
い
場
合
に
、
所
有
者

が
不
明
で
あ
っ
て
も
、
行
政
の
裁

定
に
よ
り
施
業
代
行
者
が
間
伐
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る

な
ど
制
度
を
拡
充
す
る
。

（
２
）
無
届
伐
採
が
行
わ
れ
た
場
合
の
造

林
命
令
の
新
設

　

無
届
に
よ
る
伐
採
に
つ
い
て
、
森

林
所
有
者
の
い
か
ん
を
問
わ
ず
、
災

害
発
生
等
の
防
止
に
必
要
な
伐
採

後
の
造
林
を
行
わ
せ
る
た
め
の
命
令

を
、
新
た
に
発
出
で
き
る
よ
う
措
置

す
る
。

（
３
） 

森
林
計
画
制
度
の
見
直
し

　

森
林
所
有
者
等
が
作
成
す
る
現
行

の
森
林
施
業
計
画
を
森
林
経
営
計
画

に
改
め
、

①
集
約
化
を
前
提
に
、
路
網
の
整
備

等
を
含
め
た
実
効
性
の
あ
る
計
画

と
す
る

②
森
林
所
有
者
の
ほ
か
、
そ
の
委
託

を
受
け
て
長
期
・
継
続
的
に
森
林

経
営
を
行
う
者（
森
林
組
合
等
）が

計
画
を
作
成
す
る
こ
と
と
す
る

等
の
改
正
を
行
う
。

Ⅱ　

国
会
に
お
け
る
修
正
の
概
要

（
１
）
森
林
の
土
地
の
所
有
者
と
な
っ
た

旨
の
届
出

　

新
た
に
森
林
の
土
地
の
所
有
者
と

な
っ
た
者
に
届
出
義
務
を
課
す
こ
と

と
す
る
。

（
２
）
無
届
伐
採
が
行
わ
れ
た
場
合
の
伐

採
の
中
止
命
令
の
新
設

　

無
届
に
よ
る
伐
採
に
つ
い
て
、
造

林
命
令
の
み
な
ら
ず
、
伐
採
の
中
止

命
令
を
発
出
で
き
る
こ
と
と
す
る
。

平
成
23
年
４
月
22
日
、
森
林
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

が
公
布
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
そ
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。
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◎森林法の一部を改正する法律の概要

森林の公益的機能の十全な発揮

全国の民有林面積 約1,700万ha
保安林面積 約500万ha 保安林以外の面積 約1,200万ha

植栽義務

履行しない場合植栽命令
（都道府県）

申請等を通じて行為者を
確実に把握

許可を得ていない者は
処分・刑事罰

林地の開発

無届等は造林命令（市町村）

申請・届出を通じて
行為者を確実に把握

許可を得ていない者は
処分・刑事罰

現行法に基づき十全
に規制・監督を実施

現行法に基づき十全
に規制・監督を実施

都道府県
市町村

都道府県
都道府県

転用や土地の形質変更

所有者不明森林は
強制的に
・間伐を実施
・路網を整備

  大幅に刑事罰を強化
（50万円→150万円
     30万円→100万円）

大幅に刑事罰を強化
（50万円→150万円）

(※)開発によって周辺の
環境等に悪影響を及ぼす
おそれのある面積規模

凡例
黒字   は森林法改正案

（政府原案）の内容

は国会で修正された
内容

森林所有者が誰であっても、強い伐採規制・転用規制

森林所有者をより的確に把握する
ための
・新たに林地を取得した者の届出
・行政内部での情報の利用

無届等は伐採中止・造林命令（市町村）

赤字

誰
で
あ
っ
て
も

伐
採
・
伐
採
後
の
造
林
の
届
出
が
必
要

許
可
申
請

許
可
申
請

許
可
申
請

届
出

誰
で
あ
っ
て
も

伐
採
の
許
可
等
が
必
要

誰
で
あ
っ
て
も

転
用
や
土
地
の
形
質
変
更
の
許
可
等
が
必
要

１
ｈ
ａ
超
（※

）
の
開
発
行
為
は

誰
で
あ
っ
て
も
許
可
が
必
要

全国森林計画

森林・林業基本計画

地域森林計画

市町村森林整備計画

市町村

一般の森林所有者に対する措置

一般の森林所有者に対する措置

要間伐森林所有者等に対する措置

認定森林所有者等に対する措置森林経営計画

一般の森林所有者に対する措置

国

市町村森林整備計画のマスタープラン化

Point 3

早急に間伐を実施するための制度の拡充

無秩序な伐採、造林未済地の防止強化

森林経営計画の創設

Point 6

Point 7 Point 1

Point 2

新たなゾーニングの導入

森林の取扱いルールの見直し

Point 4

計画作成者を対象とする直接支払の導入

Point 9

施業に必要な土地使用権設定手続の改善

Point 8

森林の土地の所有者の届出義務の新設

Point 5

・新たに森林を取得した場合には、市町村
長に届出（ただし、国土利用計画法に基
づく届出（1ha以上の売買）を行った場
合には、届出不要）

・森林・林業政策のビジョン、森林の整備・保全の実現の
ためのルール・ガイドラインを分かり易く提示
（皆伐や更新の考え方）

・森林所有者又は森林経営の受託者が、面的まとまりを
もって、作業路網や森林の保護に関する事項も含めた
計画を作成

・新たなゾーニングの導入
・皆伐や更新基準及びその適用範囲を明示
・路網計画・図面計画化
・森林経営計画（仮称）の認定基準

・森林施業の基本的な方法を明示
（皆伐や更新に関する基準・指針を設定）
・記載内容の簡素化

・森林の生物多様性の保全等新たな国
民ニーズにも対応

・森林が有する多面的機能を示し、望
ましい森林の姿と必要な施業方法を
例示

・国の例示を参考に、地域の意見を反
映しつつ、ゾーニングを実施

・皆伐や更新の考え方・基準を明確化

・集約化に向けた努力やコスト縮減意
欲を引き出しつつ必要な経費を直接
支払う森林管理・環境保全直接支払
制度を創設

・災害の発生や環境保全上の支障等のおそ
れがあると認められるとき、無届伐採を
　行った者に対する伐採の中止や造林につ
いての命令を新設

・路網等の設置のために、所有者等が不明
な場合でも、他人の土地について使用権
を設定できるよう、手続を見直し

・間伐すべき森林を市町村森林整備計画に
　明示
・要間伐森林である旨の通知を新設
・所有者が必要な間伐等を行わない場合の
　施業代行を行いやすくする仕組みを構築  
（所有者が不確知な場合への対応も含め措置）


